
救急医療と公立病院

第３回

公立病院に関する財政措置のあり方等検討会

資料３



市立堺病院

副院長 横田順一朗

（日本救急医学会理事）



一般診療と救急医療（1日）

平成17年患者調査：１上巻第１９表 推計患者数（千人／日），
入院(新入院－繰越入院)－外来・救急の状況×性・年齢階級×病院－一般診療所別



救急外来と新入院の割合
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平成17年患者調査：１上巻第１９表 推計患者数（千人／日），
入院(新入院－繰越入院)－外来・救急の状況×性・年齢階級×病院－一般診療所別



救急自動車による搬送人員の推移 （平成８年～平成１８年）

（年齢別）



救 急 医 療 体 系 図

救命救急センター（208カ所）
（うち、新型救命救急センター（16カ所））

病院群輪番制病院（408地区、3,143カ所）

救命救急医療（第三次救急医療）

入院を要する救急医療（第二次救急医療）

初期救急医療

平成19年3月3１日現在

平成20年3月3１日現在

ドクターヘリ（13カ所）

平成19年3月3１日現在

平成20年2月１日現在

共同利用型病院（10カ所）

在宅当番医制（654地区、28,717カ所）

休日夜間急患センター（511カ所）

○重症及び複数の診療科領域にわたる全
ての重篤な救急患者を２４時間体制で受
け入れるもの。これまで、人口100万人に
１カ所を目安に設置してきた。
（※「新型」は、救急医の確保が困難等のため救
命救急センターが不足している地域に設置する小
型（専用病床２０床未満）の救命救急センター）

○医療圏単位で、圏域内の複数の病院が、
当番制により、休日及び夜間において、
入院治療を必要とする重症の救急患者を
受け入れるもの。

○医療圏単位で、拠点となる病院が一部
を開放し、地域の医師の協力を得て、休
日及び夜間における入院治療を必要とす
る重症救急患者を受け入れるもの。

○群市医師会ごとに、複数の医師が在宅
当番医制により、休日及び夜間において、
比較的軽症の救急患者を受け入れるもの。

○地方自治体が整備する急患センターに
て、休日及び夜間において、比較的軽症
の救急患者を受け入れるもの。



３次医療機関
受入に至らなかった件数

１２,３２２件

２次以下医療機関
受入に至らなかった件数

１８,２１５件

２次以下医療機関における理由
・処置困難 ３９.０％
・手術中・患者対応中 １６.２％
・ベッド満床 １５.６％
・専門外 １０.３％

３次医療機関における理由
・ベッド満床 ３７.８％
・手術中・患者対応中 ３４.５％
・処置困難 １２.７％

※集計可能な宮城県、埼玉県、東京都、静岡県、愛知県、広島県、福岡県における数値

救命救急センター

２次医療機関と３次医療機関における受入に至らなかった理由
（救急搬送実態調査：救命救急センター等搬送事案における受入に至らなかった理由より）



救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査

照会回数４回以上の事案の割合が全国平均を上回る団体：重症以上傷病者

3.9～6.0

6.0～10.0

10.0～ （％）

消防庁 平成２０年３月公表救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査



二次・三次救急医療機関の相違点

• 救命救急センター

外来診療がない

救急車または紹介のみ

24時間体制

救急医療に特化

救急専従スタッフ

救急科専門医(全科)
一度に1，2名が限界

• 二次救急医療機関

外来診療あり

救急車、紹介、外来

宿日直、時間外対応

救急部門が少ない

専従スタッフ少ない

診療科に依存した応需

内・外科医が主体



大阪府における実態把握と対策

１）最近の傾向
救急車不応需の増加

二次救急医療機関の減少(H19年度で17病院
減）

三次救急医療機関の負担増加

２）対策
三次救急医療機関の連携強化

二次病院の疾患別輪番制と基幹病院化

大阪府救急医療対策審議会において



堺市二次医療圏

• 救命救急センターなし(他の医療圏に依存)
• 二次救急医療機関；23機関

– 公立１，公的１，医療法人21
• 急病診療センター 2カ所（＋口腔保健センター）
– 内科；土曜準夜、休日昼間・準夜
– 小児科；平日準夜、休日昼間・準夜・深夜

・堺市の時間外診療患者数の推定；１日約370人
（初期救急）

患者調査分：１日約270名
急病診療センター ：平均94名(Ｈ１７年、年間；34,191人）

・堺市の救急車来院数：１日約120名

堺市 833,811人



市立堺病院

• 493床、看護体制（７：１）、

• 二次救急医療機関、４床＋α
• 地域災害拠点病院；ＤＭＡＴ2隊
• 医師の救急体制

–平日昼間帯；後期研修医と指導医、各科対応

–休日・夜間；研修医2名、内科医1名、外科医1名、
産婦人科1名、ＩＣＵ1名、ＣＣＵ1名、小児科1名、
オンコール体制(麻酔科、脳外科、整形外科など)



市立堺病院の救急医療
市立堺病院データ（Ｈ１９）；救急車収容6,703名、時間外診療18,464名

1日平均18人の救急車収容、平均51名の時間外ウオークイン患者対応
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救急部門の危なし

• 麻酔科不足→緊急手術困難→消化器系救
急疾患の受け入れ制限(吐下血、急性腹症）

• 救急科専門医(2名)の退職→重症例の受け
入れ困難

• 小児科医不足→ＮＩＣＵ閉鎖、救急時間外閉
鎖、救急車と急病センター後送のみ対応

• 救急集中治療部長９月で退職

産科救急、循環器救急等は維持できているが、課題もある。

市立堺病院



退職や大学派遣拒否の理由

• 激務である
• 給与が安い
• 転院搬送交渉など雑用が多い
• 時間外診療が多すぎる
• クレーマーが多い。危険を感じる。
• 医療訴訟への不安
• 専門分野に専念したい。専門外は不安。
• 医療機器の更新がなされない

• 一方、救急科専門医は救命救急センターで働きた
い。

市立堺病院



救急医療の質の保証

• 救急科専門医

• 5年以上の臨床経験

• 3年以上の救急専従歴

• 診療実績

• 救急業績；学術活動

• 筆記試験

• 救急科専門医指定施設

• 救急部門

• 設備基準

• 2名以上の救急科専門医

• 診療実績

• 救急業績；学術活動

日本専門医認定機構に認められている「日本救急医学会」の資格



救急医療を専門とする医師の動向
日本救急医学会会員データ 2008年8月現在



救急科専門医指定施設の動向



全国救命救急センターの実態

• 空床確保：6.0±2.7床
• ＩＣＵ病床利用率：76±20％
• ＩＣＵ以外の病床利用率：72±21％
• 専任医師数：9.0±6.0名
• 深夜帯医師数：8.4±10.7名
• 平均在院日数：6.0±3.3日
• 重症患者数：1034±474名
• 一人あたりの診療報酬：13,598±5,174点

•2007年12月厚生労働省調査（201施設）



DPC-出来高は、全外傷重症度の範囲でほぼ赤字。

特にPsが50%以上の症例では差が大きい傾向にありそうだ。ISS、AISも同様、

AIS総和

Ps

ISS

RTS



まとめ

• 二次救急医療施設の機能低下（崩壊に近い）。

• 三次救急医療施設への患者増加

• 一般診療医に救急離れが起こり、救急科専門医
ですら一般診療への移籍する傾向がある。

• 救急科専門医指定施設の更新辞退が増加。

• 病院における時間外診療が負担になっている。

• 救急医療部門は、医業収支比率が低い。



提言

1. 三次救急医療施設の病床数増加、強化を図る。
この場合、広域搬送の整備が必須。

2. 二次救急医療施設の拠点化。即ち、人員、施設
基準等を救命救急センターに準じる施設整備と
人的確保が急務。

3. 初期救急医療施設(休日・急病診療所等)の充実
を図り、救急病院における時間外診療の抑制。

4. 診療報酬のみで賄えない無責赤字分を十分補
填しえる財政支援が必要。
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